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工学院大学新宿校舎の地震リスク・大学事業継続マネジメント
　
  
遠藤和義＊　　中村孝明＊＊
　BCM/BCP 地震リスク 非構造部材  プロジェクトマネジメント
遠藤　透＊＊　　服部有一郎＊＊＊
　

1. はじめに
中央省庁を対象とした業務継続ガイドラン1)が内閣府から公開され、企業のみならず、中央省庁さらには自治体2)に至るまでBCP(Business Continuity Planning)に対する関心が高まると共に、建築施設の地震時機能確保に関する具体的な対策も検討されつつある。

地震時の建物機能の確保においては、構造体のみならず非構造部材や設備機器の耐震性も重要な要素となる。そもそも建物はそうした複数の構成要素が有機的に連結したシステムであり、そこには経済的な合理性も求められる。

本研究は、BCPの視点から耐震性能に基づいた建物システム全体の被害を想定し、その復旧過程をプロジェクトとしてマネジメントする方法を検討するものである。
本報ではまず設備機器を対象に、耐震補強の優先順位、代替機能の必要性等を判断するための支援情報について報告する。加えて、工学院大学新宿キャンパス高層棟（以降高層棟）使われている非構造部材の耐震性検討の途中経過、さらに、他グループで進められている構造体、設備機器も合わせた復旧過程のマネジメント手法について検討経過を報告する。
2. 建築施設のBCPの考え方

地震時における事業継続を確かなものにするには、まず事業主体者が重要業務や被災時に求められる役割を明確にし、必要な機能と必ずしも必要とならない機能を時系列で分別する必要がある。

設備機器を例とすれば、地震直後、建物躯体が使用可能なオフィスビルでは、窓の開閉が可能ならば必ずしも空調機能を必要としないが、電力や通信機能は必要である。また生命維持という観点からは、給排水機能の確保も重要である。時間が経過し通常業務へ移行する段階になると、空調機能は不可欠となる。このような要求の下では電気、通信、給排水機能の確保を優先課題とし、空調機能は通常業務が再開されるまでの時間的余裕を見込むことができる。このように、必要となる機能を類別し、復旧期間として何日程度なら受容できるかを時間軸上で整合的に明らかにすることで、現実的かつ無駄のない対策が計画できる。

ここで課題となるのが、大地震時にどの程度の可能性で設備機能が失われるのか？その機能の復旧にどの程度の期間が掛かるのか？また、脆弱な部位は？復旧を遅らせるクリティカルな部位は？などを知ることも重要である。

このような課題に答える支援情報として、本研究では復旧曲線3）、Bottleneck Index、機能不全確率を提案する。これら情報の評価には、確率・統計的アプローチに基づく、システム信頼性理論を利用する。建築はシステムとしての機能を有すること、地震被害の発生には一定の不確実性を伴うことが理由である。

3. 設備システムを対象とした支援情報の評価方法

設備機器は複数の機器（以下コンポーネントと呼ぶ）が連結したシステムとして機能を果たす。このため、一般的には、重要なコンポーネントの一つが損傷すれば広い範囲の機能が停止する。そこで、機能への影響を評価するモデルを、コンポーネントが直列に連結するシステムとして構築する。
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図１　設備機能のモデル化
図１は衛生設備を対象に、直列システムへのモデル化を示した例である。任意の給水機能に着目すると、その機能が稼動するには、関連するコンポーネント（受変電施設、受水槽、揚水ポンプ、揚水管、高架水槽、給水管、排水管等）全てが健全でなければならない。一方、複数のコンポーネントが同時に被害を受けた場合、同時復旧を行い、最短で修復が完工するよう配慮される。この原則に従えば、直列システムの機能停止期間、いわゆる復旧期間は次式のように求められる。

[image: image2.wmf])

,

,

,

max(

2

1

n

T

T

T

T

L

=



(1)
　ここに、T は機能停止期間の確率変数、Ti , i=1～n は各コンポーネントの停止期間の確率変数、 nはその総数である。式中のmax(  )は、それぞれの確率変数（復旧日数）の組み合わせの最大値が選択されるという意味であり、文献4)に最初に示され、建築設備にも適用5)されている。
(1) 式は極値分布の教えるところにより、機能の停止確率関数FT(t) は以下のように表すことができる。
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(2)
　各コンポーネントの機能停止確率を独立とすると、
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(3)
　と表現できる。

　ここに、FTi (t), i=1～nはコンポーネントの復旧日数の確率関数であり、構造信頼性に基づくFragility Curve やEvent Tree4)などを使い求めることができる。(3)式より、機能停止の確率関数はシステムを構成するコンポーネントの機能停止の確率関数の積で求められることになる。ただし、(3)式は任意の直列システムの機能停止確率関数であり、建物全体を対象としたものではない。
次に、建物全体としての機能は、全てのコンポーネントが修復された時点で完全復旧となる。完全復旧までの経時的なプロセスを記述する関数を復旧曲線と呼ぶ。

ここではその評価方法を説明する。まずm階の建物を想起する。各階ごとに個別のエリアと定義すると各エリアへの設備機能は m通りの直列システムで構成され、それぞれが並列に存在すると考える。各直列システムをここではラインと呼ぶ。ラインはエリアに設備機能を確保するためのシステムフローを意味する。そして、建物全体の機能への影響度を各エリア1/mと設定する。これより、１つのラインの機能が回復した場合は、建物全体機能から見れば1/mの機能が回復したことになり、３つのラインが回復すれば3/m回復したことになる。全てのラインが回復すればm/m=1.0となる。これを復旧率と呼ぶ。

そして、各ラインの復旧日数の平均値（(2)式の期待値）を横軸に取り、縦軸に復旧率の累積を取れば図２に示す復旧曲線を描くことができる。同図の復旧曲線左側（ハッチ）面積は、評価対象全体としての機能の期待復旧日数となる。なお、エリアは機能性に応じ、例えば1フロアーを2エリアに分けることも可能であり、各ラインの影響度も必ずしも同一である必要はなく、用途や被災時の目的に応じて影響度を変えることも可能である。
ボトルネックとなるコンポーネントが特定されれば、補強やバックアップの必要性などの対策の優先順位を知ることができる。これを判断する指標としてBottleneck Index （以下B.I.）がある。求め方を説明する。図１を例にとり受水槽を考えると、受水槽は全てのラインに関与しており影響度はm/m = 1.0となる。一方、任意階の衛生器具や最上階の排水管を考えると、全体機能から見た影響度は1/m となる。この影響度からコンポーネント個々の重要性が理解される。また、耐震性能が劣るコンポーネントや復旧するのに時間が掛かるものも補強の優先性という観点では重要である。そこで、影響度にコンポーネントの復旧日数の平均値を乗じる。これより、脆弱性（耐震性）や復旧の難易度（修復性）の他、全体機能への影響度（重要性）の３つの要件を満たした指標を得ることができる。これが、B.I.である。
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(4)
ここに、Bi はコンポーネントiのB.I.，si は影響度、E(Ti)は期待復旧日数である。一方、復旧曲線の評価の過程で、各ラインの機能停止期間の確率関数（(1)式のT ）が求められ、この関数から各ラインが健全である確率とその余事象である機能不全確率を求めることができる。機能不全確率は地震発生後各階の設備機能が停止する確率を示すもので、その確率が大きい場合、補強や代替機能の必要性を判断することができる。なお、諸設備の地震被害には相関があり、精緻な結果を得るには設備機器の被害相関を反映した検討が必要となる。この点は文献5)に詳記しており、本報でも同文献の方法を採用している。
建物設備をBCPの対象とする場合、ハード対策は重要な役割を担うと共に、対策の必要性や優先順位を把握し、効率的に実施する必要がある。このような観点から、復旧曲線、Bottleneck Indexを提案した。これらの適用性については、大橋グループの設備機器を対象としたスタディの中で詳細に検討する。

4. 非構造部材を対象とした支援情報の評価方法

　地震時の建物機能の確保において非構造部材の重要性は繰り返すまでもない。過去の大地震の際には、非構造部材の落下、倒壊による死傷事故は数多く発生している。そこには非構造部材ゆえの隠れた施工不良、劣化も要因となっている。検討の対象としている高層棟で想定される、カーテンウォール、間仕切、システム天井などの破損は、講義再開にとってクリティカルとなる可能性もある。

これに対応して、日本建築学会でも非構造部材の耐震性については1985年に「非構造部材の耐震設計施工指針・同解説および耐震設計施工要領（以降指針）」6)が定められ、その後、兵庫県南部地震の被害をふまえた改訂もなされている。

指針では耐震安全性の目標として、「非構造部材の耐震設計は想定地震に対して非構造部材に生じる慣性力、ならびに、強制変形角に対して目標とする耐震性が確保できるように行う」と設定している。　このことから非構造部材が地震時に受ける外力を、構造骨組から床応答加速度による慣性力と構造骨組みの層間変位による強制力とし、非構造部材の被害は各々の耐力や固定方法などの特性から決まることになる。また、金子ら7) は、既往の非構造部材の耐震実験結果を調査し、部材の被害と層間変位角および加速度との関係を整理している。
表１は、指針で扱われている非構造部材に該当するものを高層棟の工事費内訳書から抽出し、兵庫県南部地震の被害状況およびそれと関係の深い指標について整理したものである。現在、これらの非構造部材について高層棟内での配置を確定し、それらの地震被害を検討する作業を進めている。

表１　兵庫県南部地震における非構造部材の被害と高層棟での使用の有無
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5. 復旧工事のプロジェクトマネジメント

　ここでは、想定地震動による高層棟における構造体、設備機器、非構造部材の被害の検討結果に基づき、その復旧工事をプロジェクトマネジメント手法によって計画する。

　具体的には、汎用プロジェクトマネジメント知識体系PMBOK（Project Management Body of Knowledge）に基づき、プロジェクトマネジメントソフトウエアであるMicrosoft Project、Being Project-CCPMを用いて、以下の手順で検討中である。
1 被害予測
久田グループ、大橋グループと共同で構造体、設備、非構造部材の被害予測結果の統合をおこなう。

2 躯体、設備、非構造部材の復旧工事内容の確定

被害予測から事後の耐震補強、機能向上も含めた実際の復旧工事内容を確定する。
3 躯体、設備、非構造部材の復旧工事工程要素の抽出と構造化

復旧工事を構成する工程要素を抽出し、WBS（Work Breakdown Structure）によってその構造化をおこなう。

4 躯体、設備、非構造部材の復旧工事工程要素ごとの数量、材料および労務歩掛の決定
過去の事例調査、実積収集から数量データを用意する。
5 復旧工事の施工計画、仮設計画、工区分割等の検討

過去の超高層の改修事例、兵庫県南部地震の復旧時のヒアリング調査等から施工計画を仮想する。
6 工程要素の接続関係の定義
工程要素間の物理的な先行後続関係、並行可能作業の定義、優先度の定義、復旧シナリオとの整合を考慮した接続関係を定義する。
7 工程のオーダリング（編成）
ソフトウエアの機能により上記の検討をふまえて工程の順序づけをおこなう。

8 資材のサプライチェーン、労務事情の予測

文献資料、兵庫県南部地震の復旧実態から、復旧工事に必要な資材およびマンパワーの事情を予測・加味する。
9 各工程要素の所要日数算定
PERT計算（３点見積り、悲観、楽観、期待）によって各工程要素の所要日数を算定する。
10 ネットワークの作成、工期算定
上記の検討をふまえて、ソフトウエアの機能によってネットワーク表現による工程表を作成し、全体工期を求める。その過程で投入する労務、資材の山崩しも検討する。過去の事例との整合性のチェックも必要である。
11 クリティカルパス、ボトルネック作業の把握

作成したネットワーク工程表に対してCPM（Critical　Path Method）を適用することによって、工期を規定している工程要素の連鎖であるクリティカルパスを求める。またクリティカルパス上にある工程要素に対して制約条件の理論（TOC：Theory of Constrain）などによる分析を実施し、ボトルネックとなっている工程要素を発見する。このボトルネックを解消するような事前の耐震補強等の方策、あるいは事後の準備を前倒しすることが重要である。
12 事業、講義再開可能時期の予測
復旧プロジェクトの進捗によって、完了以前に建物機能は部分的に徐々に回復する。それに応じた、事務機能、講義等の再開のタイミングを予測する。そのためには再開レベルに対応した機能の条件設定が必要である。
13 復旧工事費の予測

ソフトウエアの機能により、プロジェクトのコストの概算が可能である。これも耐震補強の有無、様々な事前の準備、復旧シナリオごとに事前コスト、事後コストのシミュレーションが可能であり、復旧プロジェクトの最適化に向けた検討資料を提供する。復旧プロジェクトであってもその経済性の検討は重要で、場合によっては、高層棟の復旧と並行した八王子キャンパスの利用、代替施設の手当も含めて考える必要がある。
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図２　復旧曲線
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